
平成２５年２月１５日 

株式会社 但馬銀行 

 

「暴力団排除条項」の一部改正にともなう各種取引規定の改定について 

 

 但馬銀行では、政府が策定した「企業が反社会的勢力による被害を防止するための指針」（平成

19年6月19日犯罪対策閣僚会議幹事会申合せ）等を踏まえ、平成２２年８月１日から「普通預金規

定」、「貯蓄預金規定」等に共通して適用される「預金等共通規定」および「貸金庫規定」に暴力

団排除条項を導入しています。 

 このたび、警察庁および金融庁等からの要請を受け、「暴力団排除条項」を実態に即してより明

確化するため、「預金等共通規定」および「貸金庫規定」を改正し、平成２５年４月１日から適用

することとしました。 

 なお、改定後の新規定は、改定前からお取引いただいているお客さまに対しても適用させていた

だきます。 

 但馬銀行では、引き続き反社会的勢力との関係遮断に努めてまいりますので、何とぞご理解とご

協力をお願い申しあげます。 

 

記 

 

１．暴力団排除条項とは 

  預金者や貸金庫の契約を申込み人される方、ご利用されている方等が、暴力団等の反社会的勢

力であることが判明するなどした場合に、当行の判断により契約をお断り、または解約させてい

ただくことを定めた条項です。 

  なお、普通預金、貸金庫等の新規のお取引を申し込みされる際には、お客さまが反社会的勢力

でないこと等の表明・確約をお願いしていますが、本表明・確約をいただけないお客さまにつき

ましては、お取引をお断りしています。 

 

２．「預金等共通規定」の改定内容 

改 定 前 改 定 後 

６．（反社会的勢力との取引謝絶） 

 (1) 預金口座は、本条第２項各号および第３項

各号のいずれにも該当しない場合には利用

することができ、本条第２項各号および第３

項各号の一にでも該当するおそれのある場

合には、当行はこの預金口座の開設をお断り

するものとします。 

 (2) 預金者は、現在、次の各号のいずれにも該

６．（反社会的勢力との取引謝絶） 

 (1) 預金口座は、本条第２項各号および第３項

各号のいずれにも該当しない場合に利用す

ることができ、本条第２項各号および第３項

各号の一にでも該当するおそれのある場合

には、当行はこの預金口座の開設をお断りす

るものとします。 

 (2) 預金者は、現在、暴力団、暴力団員、暴力



改 定 前 改 定 後 

当しないことを表明し、かつ将来にわたって

も該当しないことを確約するものとします。

  ① 暴力団 

  ② 暴力団員 

  ③ 暴力団準構成員 

  ④ 暴力団関係企業 

  ⑤ 総会屋等、社会運動等標ぼうゴロまたは

特殊知能暴力集団等 

  ⑥ その他前各号に準ずる者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (3) 預金者は、自らまたは第三者を利用して次

の各号に該当する行為を行わないことを確

約するものとします。 

  ① 暴力的な要求行為 

  ② 法的な責任を超えた不当な要求行為 

  ③ 取引に関して、脅迫的な言動をし、また

は暴力を用いる行為 

  ④ 風説を流布し、偽計を用いまたは威力を

用いて当行の信用を毀損し、または当行の

業務を妨害する行為 

  ⑤ その他前各号に準ずる行為 

 (4) 預金者が第２項各号のいずれかに該当し、

もしくは第３項各号のいずれかに該当する

団員でなくなった時から５年を経過しない

者、暴力団準構成員、暴力団関係企業、総会

屋等、社会運動等標ぼうゴロまたは特殊知能

暴力集団等、その他これらに準ずる者（以下

これらを「暴力団員等」という。）に該当し

ないこと、および次の各号のいずれにも該当

しないことを表明し、かつ将来にわたっても

該当しないことを確約するものとします。 

  ① 暴力団員等が経営を支配していると認

められる関係を有すること 

  ② 暴力団員等が経営に実質的に関与して

いると認められる関係を有すること 

  ③ 自己、自社もしくは第三者の不正の利益

を図る目的または第三者に損害を加える

目的をもってするなど、不当に暴力団員等

を利用していると認められる関係を有す

ること 

  ④ 暴力団員等に対して資金等を提供し、ま

たは便宜を供与するなどの関与をしてい

ると認められる関係を有すること 

  ⑤ 役員または経営に実質的に関与してい

る者が暴力団員等と社会的に非難される

べき関係を有すること 

 (3) 預金者は、自らまたは第三者を利用して次

の各号の一にでも該当する行為を行わない

ことを確約するものとします。 

  ① 暴力的な要求行為 

  ② 法的な責任を超えた不当な要求行為 

  ③ 取引に関して、脅迫的な言動をし、また

は暴力を用いる行為 

  ④ 風説を流布し、偽計を用いまたは威力を

用いて当行の信用を毀損し、または当行の

業務を妨害する行為 

  ⑤ その他①～④に準ずる行為 

 (4) 預金者が第２項のいずれかに該当し、もし

くは第３項各号のいずれかに該当する行為



改 定 前 改 定 後 

行為をし、または第２項の規定にもとづく表

明・確約に関して虚偽の申告をしたことが判

明した場合には、当行はこの預金取引を停止

し、または預金者に通知することによりこの

預金口座を解約することができるものとし

ます。 

をし、または第２項の規定にもとづく表明・

確約に関して虚偽の申告をしたことが判明

した場合には、当行はこの預金取引を停止

し、または預金者に通知することによりこの

預金口座を解約することができるものとし

ます。 

 

３．「貸金庫規定」の改定内容 

改 定 前 改 定 後 

10.（反社会的勢力との取引拒絶） 

  この貸金庫は、第１１条第３項第１号、第２

号ＡからＦおよび第３号ＡからＥのいずれに

も該当しない場合に使用することができ、第１

１条第３項第１号、第２号ＡからＦまたは第３

号ＡからＥの一にでも該当するおそれのある

場合には、当行はこの貸金庫の使用申込をお断

りするものとします。 

 

11.（解約等） 

 (1) この契約は、借主の申出によりいつでも解

約することができます。この場合、正鍵およ

び届出の印章を持参し、当行所定の手続をし

たうえ貸金庫を直ちに明渡してください。な

お、正鍵または届出の印章を失った場合に解

約するときは、このほか第７条に準じて取扱

います。 

 (2) 次の各号の一にでも該当する場合には、当

行はいつでもこの契約を解約することがで

きるものとします。この場合、当行から解約

の通知があったときは、直ちに前項と同様の

手続をしたうえ貸金庫を明渡してください。

第２条により契約期間が満了し、契約が更新

されないときも同様とします。 

  ① 借主が使用料を支払わないとき 

  ② 借主について相続の開始があったとき 

10.（反社会的勢力との取引拒絶） 

  この貸金庫は、第１１条第３項各号のいずれ

にも該当しない場合に使用することができ、第

１１条第３項各号の一にでも該当するおそれ

のある場合には、当行はこの貸金庫の使用申込

をお断りするものとします。 

 

 

 

11.（解約等） 

 (1) この契約は、借主の申出によりいつでも解

約することができます。この場合、正鍵およ

び届出の印章を持参し、当行所定の手続をし

たうえ貸金庫を直ちに明渡してください。な

お、正鍵または届出の印章を失った場合に解

約するときは、このほか第７条に準じて取扱

います。 

 (2) 次の各号の一にでも該当する場合には、当

行はいつでもこの契約を解約することがで

きるものとします。この場合、当行から解約

の通知があったときは、直ちに前項と同様の

手続をしたうえ貸金庫を明渡してください。

第２条により契約期間が満了し、契約が更新

されないときも同様とします。 

  ① 借主が使用料を支払わないとき 

  ② 借主について相続の開始があったとき 



改 定 前 改 定 後 

  ③ 借主もしくは代理人の責めに帰すべき

事由または格納品の変質等により、当行も

しくは第三者に損害を与えまたはそのお

それがあると認められる相当の事由が生

じたとき 

  ④ 店舗の改築、閉鎖その他相当の事由があ

るとき 

  ⑤ 借主または代理人がこの規定に違反し

たとき 

 (3) 前項のほか、次の各号の一にでも該当する

場合は、当行はこの貸金庫の使用を停止し、

または借主に通知することによりこの契約

を解約することができるものとします。この

場合、当行から解約の通知があったときは、

直ちに第１項と同様の手続をしたうえ貸金

庫を明渡してください。 

  ① 借主が貸金庫使用申込時にした表明・確

約に関して虚偽の申告をしたことが判明

した場合 

  ② 借主または代理人が、次のいずれかに該

当したことが判明した場合 

 

 

 

 

 

 

 

   Ａ．暴力団 

 

   Ｂ．暴力団員 

 

   Ｃ．暴力団準構成員 

 

 

 

  ③ 借主もしくは代理人の責めに帰すべき

事由または格納品の変質等により、当行も

しくは第三者に損害を与えまたはそのお

それがあると認められる相当の事由が生

じたとき 

  ④ 店舗の改築、閉鎖その他相当の事由があ

るとき 

  ⑤ 借主または代理人がこの規定に違反し

たとき 

 (3) 前項のほか、次の各号の一にでも該当する

場合は、当行はこの貸金庫の使用を停止し、

または借主に通知することによりこの契約

を解約することができるものとします。この

場合、当行から解約の通知があったときは、

直ちに第１項と同様の手続をしたうえ貸金

庫を明渡してください。 

  ① 借主が貸金庫使用申込時にした表明・確

約に関して虚偽の申告をしたことが判明

した場合 

  ② 借主または代理人が、暴力団、暴力団員、

暴力団員でなくなった時から５年を経過

しない者、暴力団準構成員、暴力団関係企

業、総会屋等、社会運動等標ぼうゴロまた

は特殊知能暴力集団等、その他これらに準

ずる者（以下これらを「暴力団員等」とい

う。）に該当したことが判明した場合、お

よび次の各号のいずれかに該当したこと

が判明した場合 

   Ａ．暴力団員等が経営を支配していると認

められる関係を有すること 

   Ｂ．暴力団員等が経営に実質的に関与して

いると認められる関係を有すること 

   Ｃ．自己、自社もしくは第三者の不正の利

益を図る目的または第三者に損害を加

える目的をもってするなど、不当に暴力

団員等を利用していると認められる関



改 定 前 改 定 後 

 

   Ｄ．暴力団関係企業 

 

 

   Ｅ．総会屋等、社会運動等標ぼうゴロまた

は特殊知能暴力集団等 

   Ｆ．その他前各号に準ずる者 

  ③ 借主または代理人が、自らまたは第三者

を利用して次の各号に該当する行為をし

た場合 

   Ａ．暴力的な要求行為 

   Ｂ．法的な責任を超えた不当な要求行為 

   Ｃ．取引に関して、脅迫的な言動をし、ま

たは暴力を用いる行為 

   Ｄ．風説を流布し、偽計を用いまたは威力

を用いて当行の信用を毀損し、または当

行の業務を妨害する行為 

   Ｅ．その他前各号に準ずる行為 

 (4) 前３項の明渡しが遅延したときは、遅延損

害金として解約日または契約期間の満了日

の属する月の翌月から明渡しの日の属する

月までの使用料相当額を月割計算により支

払ってください。この場合、第３条第３項に

もとづく返戻金は、遅延損害金に充当しま

す。不足額が生じたときは直ちに支払ってく

ださい。なお、当行はこの不足額を明渡しの

日に第３条第１項の方法に準じて自動引落

しすることができるものとします。 

係を有すること 

   Ｄ．暴力団員等に対して資金等を提供し、

または便宜を供与するなどの関与をし

ていると認められる関係を有すること 

   Ｅ．役員または経営に実質的に関与してい

る者が暴力団員等と社会的に非難され

るべき関係を有すること 

  ③ 借主または代理人が、自らまたは第三者

を利用して次の各号の一にでも該当する

行為をした場合 

   Ａ．暴力的な要求行為 

   Ｂ．法的な責任を超えた不当な要求行為 

   Ｃ．取引に関して、脅迫的な言動をし、ま

たは暴力を用いる行為 

   Ｄ．風説を流布し、偽計を用いまたは威力

を用いて貴行の信用を毀損し、または当

行の業務を妨害する行為 

   Ｅ．その他Ａ～Ｄに準ずる行為 

 (4) 前３項の明渡しが遅延したときは、遅延損

害金として解約日または契約期間の満了日

の属する月の翌月から明渡しの日の属する

月までの使用料相当額を月割計算により支

払ってください。この場合、第３条第３項に

もとづく返戻金は、遅延損害金に充当しま

す。不足額が生じたときは直ちに支払ってく

ださい。なお、当行はこの不足額を明渡しの

日に第３条第１項の方法に準じて自動引落

しすることができるものとします。 

 

 

以 上 

 


